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宮城の将来ビジョン改定に当たって 

■ 改定の趣旨 
 

県政運営の理念と基本姿勢  

■ 県政運営の理念 

■ 県政運営の基本姿勢 

■ 計画期間・目標年度 
  終期を「震災復興計画」の終期に合わせて４年間延長し，  １４年間のビジョンに変更   

       【現行】平成19～28年度   【改定】平成19～32年度 

高度で専門的な機能を生かし 
市町村の取組を支援 

○私たちが目指す将来の宮城は， 
 県民一人ひとりが，美しく安全な県土にはぐくまれ，産業経済の安定的な成長により，
幸福を実感し，安心して暮らせる宮城です。そして，宮城に生まれ育った人や住んで
いる人が活躍できる機会にあふれ，国内からも国外からも人を引きつける元気な宮城
です。 

不断の行財政改革に取り組み， 
効果的効率的な県政を運営 

１ 富県宮城の実現 
   ～県内総生産１０兆円への挑戦～ 
 

２ 安心と活力に満ちた地域社会づくり 
 

３ 人と自然が調和した美しく安全な県土づくり 

県政運営の 
理念 

政策推進の 
基本方向 

宮城の 
将来像 

東日本大震災からの復興を最優先として取り組んでいることを踏まえ， 「宮城の将来ビジョン」
の終期を「宮城県震災復興計画」の終期に合わせて延長するとともに，必要な見直しを実施 

民の力を最大限に生かす 
衆知を集めた県政を推進 

他県との連携強化など 
広域的な視点に立ち県政を展開 

○それぞれの地域がさらなる発展を果たすことがで
きるよう，市町村のまちづくりを積極的に支援。特
に，沿岸部において復興の進捗に違いが生じてい
る現状等も踏まえ，市町村とともに地域の課題解
決を目指す 

○より一層の行政能力の向上を図り，広域自治
体としての政策力，調整力を現場での課題解決
に向けて発揮 

○東日本大震災を契機として被災地からこれまで

の枠や概念にとらわれない新しい価値・取組が数

多く誕生。富県宮城の実現にとっても重要 

○東北地方が高い競争力を持った経済圏となるよう，
その発展をけん引する気概を持ちながら，県政を
展開 
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政策推進の基本方向 

安心と活力に満ちた 
地域社会づくり 

１ 経済・社会の持続的発展と環境保全

の両立 

２ 豊かな自然環境，生活環境の保全 

３ 住民参画型の社会資本整備や良好

な景観の形成 

４ 巨大地震など大規模災害による被

害を最小限にする県土づくり 

人と自然が調和した 
美しく安全な県土づくり 

富県宮城の実現 
～県内総生産１０兆円への挑戦～ 

１ 育成・誘致による県内製造業の集積促進 

２  観光資源，知的資産を活用した商業・

サービス産業の強化 

３ 地域経済を支える農林水産業の競争力

強化 

４ アジアに開かれた広域経済圏の形成 

５ 産業競争力の強化に向けた条件整備 

１ 子どもを生み育てやすい環境づくり 

２ 将来の宮城を担う子どもの教育環境

づくり 

３ 生涯現役で安心して暮らせる社会の

構築 

４ コンパクトで機能的なまちづくりと地域

生活の充実 

５ だれもが安全に，尊重し合いながら暮

らせる環境づくり 
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１ 富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～ 

• 技術力の向上に向けた支援や企業立地奨励金等のインセンティ

ブの強化と，今後不足が懸念される事業用地の確保・整備促進 

• 国際的にも競争力のある産業や次代を担う産業の集積の促進と

質の高い雇用の確保 

• 東北各県等との連携等による自動車関連産業のさらなる集積の

促進 

• 付加価値の高い製品の開発や首都圏・海外への販路の開拓・拡

大の支援などによる食品製造業の振興 

• 産学官連携による技術の高度化や経営革新のための支援のほ

か，東北各県と連携した最先端施設の誘致の推進を通じた高度

技術産業の集積促進 

• 製造品出荷額等の更なる増加 

◆企業誘致の強化に向けた 
              条件整備 
 企業立地奨励金等のインセンティブの強
化や今後不足が懸念される事業用地の確

保・整備の促進 

【政策１】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

◆企業の競争力強化と販路開拓・取引拡大 
 競争力向上に向けたイノベーションの推進や企業間ネットワーク
の強化と，成長市場を見据えた国内外での販路開拓・取引拡大

の促進 

政策１ 育成・誘致による県内製造業の集積促進 

◆広域観光プロモーションと 
   インバウンド受入体制の整備 
 外国人や中部以西からの観光客への東北が一体となったプロ
モーション活動など広域観光推進のほか，新たな旅行ニーズへ

の対応や多言語表示など外国人が旅行しやすい環境の整備 

政策２ 観光資源，知的資産を活用した 
      商業・サービス産業の強化 

◆起業や産業の創出・育成 
  に向けたICT利活用の推進 
 起業や産業の創出・育成に向けたＩCTの

フル活用や農林水産業，観光業等をはじめ

とする様々な分野でのＩＣＴ利活用の促進 

• 訪日外国人をはじめとする観光客の増加に向けた様々な媒

体を活用した観光情報の発信やプロモーション活動のさら

なる強化と，フリーWi-Fiや多言語案内の充実等受入環境

の整備，仙台空港の民営化を契機とした広域観光の一層の

充実 

• 情報関連産業における事業者の参入促進と様々な分野や

幅広い場面におけるＩＣＴ利活用やＩＣＴ人材の育成及び確

保に向けた支援 

• 地域商業における経営革新や小規模事業者の持続的発展

のほか，新たな創業への支援 

• 商業・サービス産業全体の付加価値額の増加（特に，観光

客入込数については，東日本大震災前の水準を回復した

上で訪日外国人旅行客の大幅な増加を目指す） 

• 収益性の高い農林水産業の実現や企業的感覚を有した生

産者や法人の育成と，グローバルな視点に立った農林水産

業の育成と輸出の拡大 

• ＨＡＣＣＰの普及定着やＧＡＰの導入促進など宮城の食材・

食品の安全性に対する消費者の信頼にこたえられる生産体

制の確立等と，国内外に対する安全性の情報発信 

• 農林水産業を次代に引き継ぐための競争力の強化 

◆儲かる農林水産業に向けた販路の回復・拡大 
 国内外への販路の拡大や消費者ニーズに即した農林水産物及

び加工品の生産や流通体制への転換の促進 

政策３ 地域経済を支える 
      農林水産業の競争力強化 

• 県内企業が行う海外市場開拓への積極的な支援 

• 東北各県との連携及び機能分担による広域経済圏の形成と

自立的に発展できる産業構造の構築 

• 東北のゲートウェイとしての機能を生かした東北全体の交流

人口の拡大 

• 仙台・山形の両都市圏を中核とする一体的圏域を有する山

形県との将来像の共有と，岩手県や福島県との効果的な連

携の推進 

◆アジアをはじめとする 
  グローバルビジネスへの総合的な支援 
 東北各県や関係団体と連携した販路開拓支援や，東南アジア

諸国等との経済交流の促進 

政策４ アジアに開かれた広域経済圏の形成 

• 産学官連携による人材育成に向けた取組の支援に加え，女

性，高齢者，外国人などの力のこれまで以上の発揮や，若者

などの能力と地域資源の活用による県内産業を担う人材の

育成 

• 多様な資金調達方法の整備と，生産から販売まで一貫した

伴走型支援体制の構築 

• 民営化された仙台空港における官民が一体となった乗降客

数・貨物量の増加や，空港周辺地域の活性化に向けた取組

の積極的な展開 

• 仙台塩釜港の一層の機能強化や戦略的なポートセールスの

展開と，高規格幹線道路をはじめとする広域道路ネットワーク

の整備の推進 

◆仙台空港民営化を契機とした仙台空港及び 
   周辺地域の活性化 

政策５ 産業競争力の強化に向けた条件整備 

 仙台空港民営化を契機とした航

空需要の拡大と航空路線の誘致

活動（エアポートセールス）の強化

や，企業誘致などによる空港周辺

地域の活性化 販路拡大に向けた 
ＩＣＴ技術の展示会 

東北のプライマリーゲートウェイを
目指す仙台空港 

製造業の集積が進む 
仙台北部中核工業団地 

３ 

【政策２】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策３】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策４】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策５】今後４年間の代表的な事業のイメージ 



２ 安心と活力に満ちた地域社会づくり 

• 子どもを生み育てることに対する希望や喜びの共有に向けた

社会全体の意識の醸成と，結婚から妊娠・出産・育児までの

切れ目のない支援 

• 家庭教育支援や協働教育等地域が一体となって子どもを育

てる体制の整備の推進と，貧困等困難を抱えた子どもの養育

環境の改善と自立に向けた支援 

• 仕事と子育てが両立できる社会環境の整備に向けた，女性

の継続雇用や就労支援，事業主へのワーク・ライフ・バランス

の普及の促進と，男女とも働きやすい職場環境の整備や女

性の就業率の向上 

• 周産期・小児医療体制や多様な保育サービスの充実と，子ど

もの心のケアや児童虐待の防止など，多様化・複雑化する子

育ての問題の改善 

◆女性が持てる力を発揮しやすい環境づくり 
 女性の継続雇用や再就職等への支援等，男女ともに仕事と

育児等が両立できる環境の整備と，事業主へのワーク・ライフ・

バランスの重点的な普及推進 

◆子育て世代への支援の拡充 
 乳幼児医療費の助成対象の拡大や小学校入学用品費の助成

等による子育て世代の経済的負担の軽減 

政策６ 子どもを生み育てやすい環境づくり 

◆待機児童ゼロに向けた取組 
 保育所の新規整備への支援等による保育の受け皿拡大のほ

か，新任保育士の定着や保育士の再就職等への支援等による

保育士の確保 

◆少子化対策の推進 
 出会いや結婚を希望する方々を応援する

取組の推進のほか，市町村が実施する地域

の実情に応じた結婚支援や生み育てやすい

環境づくり等の少子化対策に対する支援の

実施 

• 地域の将来を担う子どもの能力や創造性を最大限に引き出

す教育環境の整備 

• 学力の向上に向けた教員の一層の教科指導力向上や，学

校と家庭との連携等による確かな学力の定着に向けた実効

性ある取組と，社会の変化に対応した教育の推進 

• 児童生徒が将来にわたり社会の中で生きていく力や，豊かな

人間性・社会性と，たくましく健やかな体の育成 

• 地域のニーズや社会情勢に対応し，児童生徒が意欲と志を

持って学習できる環境の整備 

◆児童生徒の学力・体力・運動能力向上 
 英語力向上に向けた教育カリキュラムの充実や体力・運動能

力調査の継続的な実施等，全国でも上位に位置できる児童生

徒の学力・体力・運動能力の向上に向けた取組の推進 

◆児童生徒の心のケア・いじめ・不登校対策 
 複雑化・多様化する学校の課題へ対応するための専門職に

よる支援体制の拡充・継続 

政策７ 将来の宮城を担う子どもの教育環境づくり 

• 労働環境の整備やスキルアップ，就職支援等による安定的

な雇用の維持・確保 

• 意欲ある高齢者の就業機会の確保や社会貢献活動等に参

加するための環境づくりの推進 

• 障害者が生きがいを持てる環境の整備と，障害の有無にか

かわらず，誰もが安心して生活できる地域社会の実現 

• 県民の心と体の健康づくりと，地域包括ケアシステムの推進 

• 医師の地域的偏在の解消や医療従事者の育成・確保等の

医療提供体制の整備 

• 多様な学習機会や文化芸術・スポーツに親しめる環境整備

の一層の推進 

◆新設医学部への支援等による医師確保 
 修学資金（宮城県枠）の貸付原資出資等による医師確保

対策の実施 

政策８ 生涯現役で安心して暮らせる社会の構築 

◆医療・福祉人材の確保等 
 県内医療機関等に従事する看護職や認定看護師の確保とその

資質向上に向けた支援や，介護サービス利用者の立場に立ち，専

門的知識に基づいてサービスを提供できる質の高い介護人材の養

成・確保 

• 警察，関係行政機関，地域社会や自主防犯組織との連携等

による犯罪のない安心して暮らせる安全なまちづくりの推進 

• ストーカー，ＤＶ，いじめ，虐待，特殊詐欺やネット犯罪などの

被害防止対策等の強化のほか，テロ犯罪の未然防止に向け

た取組の実施 

• 多文化共生社会の実現の推進のほか，外国人に対する相談

体制や情報提供体制等の充実と，留学等で県内に居住する

外国人が卒業後も県内を舞台として活躍できる環境の整備 

◆安全で安心なまちづくり 
 特殊詐欺やインターネットを利用した犯罪から県民を守るための

広報啓発活動や，テロ等重大事件の未然防止対策の推進 

政策10 だれもが安全に， 
      尊重し合いながら暮らせる環境づくり 

• 誰もが暮らしやすいコンパクトで機能的なまちづくりの促進と，

魅力ある商店街づくり 

• 移住定住のための支援の促進 

• バリアフリー化の促進やユニバーサルデザインの普及促進 

• 地域間格差の是正と活力に満ちた地域社会の実現 

• 地域内における必要なサービスの提供体制の整備と地域コ

ミュニティの維持 

◆首都圏等からの移住・定住の推進 
 市町村や関係団体と協働した首都圏等からの移住・定住の促進 

政策９ コンパクトで機能的なまちづくりと 
     地域生活の充実 

４ 

【政策６】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策９】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策７】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策８】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策10】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

◆宮城型地域支え合い体制の構築 
 高齢者の見守りや生活支援などの被災地支援のノウハウを生かし

た地域支え合い体制づくりの推進 



３ 人と自然が調和した美しく安全な県土づくり 

• 経済や社会の発展と両立する環境負荷の少ない持続可能な

地域社会の構築 

• 県民や事業者が将来世代の持続性を考えて環境に配慮した

行動を促す意識啓発 

• 再生可能エネルギーの導入の促進と，県民総ぐるみの省エ

ネルギー活動などの推進 

• グリーン購入の率先行動と，環境技術の高度化に向けた支

援 

• 水素エネルギーの利活用の推進，クリーンエネルギー等環

境関連産業の誘致及び振興並びにクリーンエネルギー社会

の実現に資する先進的なプロジェクトの実施等，環境と経済

の両立に向けた取組の推進 

• ３Ｒ（発生抑制，再使用，再生利用）の推進と，排出事業者，

廃棄物処理業者等への啓発活動や監視指導の強化 

◆水素エネルギーの利活用の促進 
 燃料電池自動車（ＦＣＶ）や家庭用燃料電池（エネファーム）など

の普及促進による水素エネルギー利活用の推進 

政策11 経済・社会の持続的発展と 
      環境保全の両立 

• 県内の豊かで多様な自然環境と生態系の保全と，社会資本

の整備における一層の環境との調和 

• 松くい虫等による森林の被害防止対策の推進 

• 安全できれいな空気や水，土壌等，県民の健康的な暮らしを

支える良好な生活環境の保全 

◆豊かで多様な自然環境と生態系の保全・再生 
 松くい虫等による森林の被害防止に向けた取組の強化や，野生

動物の適正な保護管理 

政策12 豊かな自然環境，生活環境の保全 

• 既存施設の保全と有効活用，ライフサイクルコストの縮減や

長期的な視点に立った社会資本の整備と維持管理の推進 

• 地域に根ざした身近な社会資本の整備や維持管理における

地域と一体で取り組む体制づくりの推進と，住民の参加と理

解向上に向けた情報発信や住民との対話の促進 

• 都市や農山漁村における多様な要素を生かした景観の保

全・整備の促進と，美しい景観を生かした地域づくりの推進 

◆老朽化と人口減少社会に対応した社会資本
の維持管理 

 みやぎ型ストックマネジメントなど長期的な視点に立った社会資

本の新設・保全・更新システムの整備 

政策13 住民参画型の社会資本整備や 
      良好な景観の形成 

• 東日本大震災の教訓を踏まえた災害に強いまちづくりや，地

震，津波などの観測体制の強化と迅速な情報提供による被

害の軽減 

• 学校をはじめとする公共施設や住宅等の耐震化の促進 

• 海岸保全施設等の施設整備や広報・避難誘導体制の整備

などの総合的な津波対策の推進 

• ハード対策とソフト対策が一体となった総合的な災害防止対

策の推進 

• 企業に対するＢＣＰ（緊急時企業存続事業計画）策定の啓発

と，県民への防災教育の普及促進 

• 住民による自主防災活動や企業による防災活動の促進と，

活動のリーダーとなる人材の育成などの体制整備 

• 市町村や関係機関との連携の強化と，自主防災組織への情

報提供 

• 正確な情報提供体制の整備と，適切な被災者救済の実施 

• 東日本大震災の教訓の伝承のための震災関連資料の収集・

保全・公開と，防災・減災対策や防災教育等への効果的な利

活用の促進 

◆広域的な防災体制の整備   
 市町村の地域防災拠点と県の広域防災拠点・圏域防災拠点と

の連携による広域的な防災体制の整備 

◆震災の記憶の風化防止
と教訓の伝承 

 教育旅行のプログラム作成などに

よる震災の記憶の風化防止や震災

関連資料の収集・保存・公開等の

取組の充実 

政策14 巨大地震など大規模災害による 
      被害を最小限にする県土づくり 

特別名勝松島の景観 
教育旅行 

５ 

【政策14】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策13】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策11】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

【政策12】今後４年間の代表的な事業のイメージ 

◆廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・再使用・再生利用）
の推進 

 東日本大震災を機に排出量が増加し，高止まりしたままの一般

廃棄物や増加し続けている産業廃棄物の発生抑制，小型家電や

食品廃棄物の再生利用の推進 

県が導入したＦＣＶ 東北初の商用水素ステーション 



政策１ 育成・誘致による県内製造業
の集積促進 

 
 
政策２ 観光資源，知的資産を活用し

た商業・サービス産業の強化 
 
政策３ 地域経済を支える農林水産

業の競争力強化 
 
政策４ アジアに開かれた広域経済圏

の形成 
 
政策５ 産業競争力の強化に向けた

条件整備 

宮城の未来をつくる３３の取組 

１ 富県宮城の実現  ～県内総生産１０兆円への挑戦～（１２の取組） 

政策６ 子どもを生み育てやすい環境
づくり 

 
政策７ 将来の宮城を担う子どもの教

育環境づくり 
 
 
政策８ 生涯現役で安心して暮らせる

社会の構築 
 
 
 
 
 
政策９ コンパクトで機能的なまちづく

りと地域生活の充実 
 
政策10 だれもが安全に，尊重し合い

ながら暮らせる環境づくり 

政策11 経済・社会の持続的発展と
環境保全の両立 

 
 
 
政策12 豊かな自然環境，生活環境

の保全 
政策13 住民参画型の社会資本整備

や良好な景観の形成 
 
政策14 巨大地震など大規模災害に

よる被害を最小限にする県土
づくり 

○県政運営の理念である「                                 」を実現するため，３つの政策推進の基本方向に沿って，宮

城の未来をつくる３３の取組を推進 

取組１ 地域経済を力強くけん引するものづくり産業（製造業）の振興 
取組２ 産学官の連携による高度技術産業の集積促進 
取組３ 豊かな農林水産資源と結びついた食品製造業の振興 
 
取組４ 高付加価値型サービス産業・情報関連産業及び地域商業の振興 
取組５ 地域が潤う，訪れてよしの観光王国みやぎの実現 
 
取組６ 競争力ある農林水産業への転換 
取組７ 地産地消や食育を通じた需要の創出と食の安全安心の確保 
 
取組８ 県内企業のグローバルビジネスの推進と外資系企業の立地促進 
取組９ 自立的に発展できる経済システム構築に向けた広域経済圏の形成 
 
取組10 産業活動の基礎となる人材の育成・確保 
取組11 経営力の向上と経営基盤の強化 
取組12 宮城の飛躍を支える産業基盤の整備 

取組13 次代を担う子どもを安心して生み育てることができる環境づくり 
取組14 家庭・地域・学校の協働による子どもの健全な育成 
 
取組15 着実な学力向上と希望する進路の実現 
取組16 豊かな心と健やかな体の育成 
取組17 児童生徒や地域のニーズに応じた特色ある教育環境づくり 
 
取組18 多様な就業機会や就業環境の創出 
取組19 安心できる地域医療の充実 
取組20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり 
取組21 高齢者が元気に安心して暮らせる環境づくり 
取組22 障害があっても安心して生活できる地域社会の実現 
取組23 生涯学習社会の確立とスポーツ・文化芸術の振興 
 
取組24 コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の充実 
 
 
取組25 安全で安心なまちづくり 
取組26 外国人も活躍できる地域づくり 

取組27 環境に配慮した社会経済システムの構築と 
                              地球環境保全への貢献 
取組28 廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・再使用・再生利用）と 
                                   適正処理の推進 
 
取組29 豊かな自然環境，生活環境の保全 
 
取組30 住民参画型の社会資本整備や良好な景観の形成 
 
 
取組31 巨大地震に備えた施設整備や情報ネットワークの充実 
取組32 洪水や土砂災害などの大規模自然災害対策の推進 
取組33 地域ぐるみの防災体制の充実 

２ 安心と活力に満ちた地域社会づくり（１４の取組） 

３ 人と自然が調和した美しく安全な県土づくり（７の取組） 

くに 

６ 



宮城県 


